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企画競争実施の公示

平成２６年１月３０日

法 務 省 秘 書 課

次のとおり，企画提案書の提出を招請します。

１ 業務概要

(1) 委託業務名

再犯防止に向けた刑事情報の連携方策に係るコンサルティング（調査研

究等）業務

(2) 業務内容

再犯防止施策をシステム面で支援するために，刑事手続等の各段階にお

けるデータ収集の在り方等について検討するとともに，保有している各

種資料，データベース等の利活用も含め，広範かつ有機的な情報連携体

制を構築するために必要となる新業務の策定，新業務に対応する刑事情

報連携データベースシステムの基本計画及び要件定義の策定をすること

である。

(3) 履行期間

契約締結の日(平成２６年４月上旬)から平成２７年３月３１日まで

２ 参加資格要件

(1) 予算決算及び会計令第７０条の規定に該当しない者であること。

なお，未成年，被補佐人又は被補助人であって，契約締結のために必

要な同意を得ている者は，同条中特別な理由がある場合に該当する。

(2) 予算決算及び会計令第７１条の規定に該当しない者であること。

(3) 平成２５ ２６ ２７年度法務省競争参加資格 全省庁統一資格 の 役務・ ・ （ ）「

の提供者 においてＡ又はＢの等級に格付けされた競争参加資格を有する」

者であること。

(4) ＩＳＯ９００１の認証を取得，又はこれと同等の品質管理体制を確立し

ていること。

(5) 情報セキュリティの徹底を図る観点から，ＩＳＭＳの認証を取得，又は

これと同等のセキュリティ管理体制を確立していること。

(6) 本業務における将来構想の検討等に当たっては，特定製品又は特定の事

業者による独自技術の採用を前提とせず，客観的 中立的な立場で作業を・

遂行できること。

(7) 本件を円滑に立ち上げ，遅滞なく完了させるため，本件の立上げ段階に



- 2 -

おいて，必要な要員を配置し，即座に本件の作業に取りかかることが可

能な体制を構築できること。

(8) 受託者は，本契約により生ずる権利又は義務を第三者に譲渡又は継承さ

せないこと。

(9) 法務省の情報化統括責任者 ＣＩＯ 補佐官又は支援スタッフ等が，現に（ ）

属し，又は過去２年間に属していた事業者及びその関連事業者ではない

こと。

３ 契約候補者の選定方法

本業務の契約候補者は，企画提案会におけるプレゼンテーション及びヒア

リング結果を踏まえた上で，提案評価基準表に沿って，企画競争参加資格審

査に合格した応募者の企画提案書について評価を行い，その評価点が最も高

い者を選定する。

４ 手続等

(1) 担当部局

法務省秘書課政策評価企画室（担当：勝田）

東京都千代田区霞が関１－１－１中央合同庁舎６号館２０階

電話番号 ０３－３５９２－７９０８（内線 ）4301

Ｆ Ａ Ｘ ０３－３５９２－７７５０

mail @moj.go.jpＥ－ sk110222

(2) 企画競争説明会の開催

企画競争説明会を開催し，本業務に関する企画競争説明書及び仕様書に

ついての説明を行う。

ア 開催日時：平成２６年２月６日（木）１４時００分

イ 開催場所：東京都千代田区霞が関１－１－１中央合同庁舎６号館

２０階特別顧問室

(3) 企画競争提案書等の提出

ア 提出期限：平成２６年３月１０日（月）１７時００分まで

イ 提出方法：持参又は郵送により，担当職員まで提出すること。

なお，郵送により提出する場合は，書留郵便により，提出期限必着で送

付すること。

(4) 企画提案会の開催

企画提案書の内容に対する理解を深めるため，企画提案会を開催し，提

案内容に関するプレゼンテーション及びヒアリングを行う。

ア 日程
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平成２６年３月１３日（木）を予定している。

詳細については，別途連絡する。

イ 説明者

提案の説明者は，原則として業務を請け負った場合の業務実施責

任者が務めることとする。

ウ 配布資料の作成

提案会の当日は，提案書の要点をまとめたサマリー（１０ページ

以内）を１７部準備し，当日に配布を行うこと。

(5) 企画提案に係る経費

企画提案書の作成，企画提案会への参加等，企画提案を行うために発

生した経費は，その一切を提案者の負担となる。

５ 企画提案書の無効

上記２の参加資格を満たさない者が提出した企画提案書，又は，企画競争

説明書に従った内容でない企画提案書は無効とする。

６ その他

(1) その他の詳細は，企画競争説明書及び仕様書による。

(2) 企画競争説明書及び仕様書の配布については，平成２６年１月３０日

（木）から，上記「４ 手続等 (1) 担当部局」において行う。


